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　２月１８日招集の第２２１回国会も約２か月が過ぎました。
解散総選挙のため、令和８年度予算案は、１か月ほど審議
入りが遅れ、政府・与党は例年の半分程度の衆議院での審
議時間で、野党との合意形成無しに強行な採決を進めまし
た。国民民主党は、更なる審議とイラン情勢悪化に伴うエ
ネルギー・物価高騰対策を含む暫定予算案の編成等を提
案しましたが受け入れられず、本予算案に反対しました。
　一般会計１２２兆３０９２億円という過去最大の令和８
年度予算案は、４月７日に参議院本会議で成立しましたが、
参院予算委員会での採決は可否同数となり、４６年ぶりに
委員長採決で可決されたもので、４月１日の新年度をまた
いでの成立は１１年ぶりという異例なものでした。
　私たちは国民民主党は、引き続き、物価高への対策、即
効性のある生活コスト低減策の実現を求め、様々な機会を
捉え「対決より解決」の立場で政府に働きかけていきます。

第221回国会本格始動！活動をさらに充実させ、
皆様のご期待にしっかりと応えてまいります。
鈴木よしひろ代議士（　　   ）活発に質疑！

衆議院議員

鈴木よしひろさん

　私が理事を務める経済産業委員会も本格的に審議が始
まっています。私は４月１５日には質問に立ち、経済産業大
臣に対して、イラン情勢を受けた石油関連製品の供給不足
への対応などを中心に問いただしました。
　委員会では政府提出の「産業競争力強化法等の改正案」
「産業技術力強化法の改正案」等、様々な法案を検討し、慎
重に審査していますが、今回、私がまさに強い当事者意識
を元に厳しく臨んでいるのが「下水道法等の改正案」です。
　これは昨年１月２８日に発生した八潮市の大規模道路陥
没事故を踏まえ、強靱で持続可能な下水道の実現に向けた
維持管理・改築の実施、下水道事業基盤の強化、安全で円
滑な道路交通を確保するための改正案です。私は八潮市
を選挙区に持ち、地域の実情を知る国会議員として、皆様
の声をしっかりと代弁し、提言することで、今回の改正を真
に実効性あるものにつなげてまいります。

副代表・
14区支部長

122兆3092億円の令和8年度予算成立。
引き続き、物価高への対策、即効性の
ある生活コスト低減策を求めて行く。

昨年の八潮市の道路陥没事故を踏まえた
「下水道法等の改正案」を政府が提出。
地元の声が生きるよう提言し、改正へ

つくばエクス
プレスの東京

駅延伸等を片
山財務大臣に

申し入れ（令和
8年4月14日）経済産業委員

会大臣所信に
対する質疑

（令和8年4月
15日）



衆議院議員 鈴木よしひろさん 【略歴・連絡先】
■三郷市立吹上小～栄中～日本大学第一高校～日本大学理工学部卒■参議院議員（故）
土屋義彦秘書～埼玉県議会議員4期、自民党埼玉県連青年部長などを歴任■平成24年
12月衆議院議員初当選（現在5期）■衆議院：経済産業委員会理事、裁判官訴追委員■国
民民主党副代表・埼玉県総支部連合会長・埼玉県第14区（草加市・八潮市・三郷市）総支部
長■衆議院：決算行政監視委員長、経済産業委員会理事など歴任■日本大学校友会埼玉
県支部顧問■三郷青年会議所第19代理事長、埼玉県ペタンク・ブール連盟顧
問、三郷リトルシニアチーム会長、三郷市サッカー協会会長、三郷市囲碁将棋
連盟特別顧問、三郷市内小学校PTA顧問（元会長）等を歴任

〈連絡先〉
■草加事務所／埼玉県草加市弁天1-14-1 アーバン松原101
　TEL.048-951-7035  FAX.048-951-7036
■埼玉県第14区総支部／埼玉県三郷市戸ケ崎3-347
　TEL.048-948-2441  FAX.048-948-2071
■国会事務所／東京都千代田区永田町2-2-1 衆議院第一議員会館713号室
　TEL.03-3508-7282  FAX.03-3508--3732
■E-mail  officeszk@yosshisuzuki.com
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　私が常々、指摘しているのは、事故が起きたり、問題が起
きてからの事後処理的な対応を行うという発想ではなく、
事故や問題を起こさないための予防的措置をあらかじめ
講じるという発想転換をすべきということです。八潮市の
事例でもわかるように、一旦事故が起きてからの復旧には、
莫大な時間とコストがかかり、地域の方々への影響も甚大

なものになります。少子高齢化の進むわが国は、財源や人
的資源が低減していくことは明らかなのですから、将来を
見すえれば、その対策という観点からも、インフラ整備の
みならず福祉や医療、産業政策などあらゆる分野での予防
的発想からの発想転換と政策の導入を提言して参ります。
　地元、埼玉１４区（草加・八潮・三郷）はさらなるインフラ
整備が必要です。先日も議連として「つくばエクスプレスの
東京駅延伸」等を財務大臣に要望、強く訴えて参りました。
これからも地域の皆様のご要望の実現に向け、経験と人脈
を駆使し、全力を尽くしてまいります。（4/24 編集部インタビュー）

イラン情勢やホルムズ海峡の事実上封鎖等により、石油、電気、ガス等のエネルギー価格の高騰など、国民生活や企
業に大きな影響が懸念されます。スタグフレーション（景気後退とインフレが同時進行）を防ぐとともに更なる物価高
から国民生活を守るため、国民民主党として、下記の即効性ある緊急物価高再燃対策を提言します。

即効性のある生活コスト低減策&企業支援
電気、ガス、灯油、重油、航空機燃料への補助延長1

2

3

4

5

ガソリン、軽油、石油関連製品、農業用肥料への補助金導入

石炭火力発電の更なる活用、安全性が確認された
原子力発電所の早期再稼働等による電気料金上昇の抑制

「著しい便乗値上げ」等の監視体制強化

中小企業等への資金繰り支援

国民民主党、
イラン情勢を受け物価高対策を発表物価高対策を発表

事後対応が主となる政策の在り方を改め、
予防的見地からの発想で、政策転換を主張。
地元の要望にも引き続き、全力で対応。


